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「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築」へ

精神保健医療福祉上のニーズを有する方誰しもが、

地域で安心して暮らせる地域の実現を目指すための法改正

• メンタルヘルス課題を抱えた者への精神保健相談を明文化

• 医療保護入院者（一部）へのアドボケイト機能を強化

• 精神科病院で生じる虐待対応における仕組みの整備

精神障害者等の権利擁護、更なる強化

２０２２年法改正をどう活かすか！？



2022年法改正で明確化された精神保健
（メンタルヘルス）課題を抱える人への支援

精神保健福祉法 第46条関係

相談及び援助は、精神障害の有無及びその程度にかかわらず、

地域の実情に応じて、精神障害者等（精神障害者及び日常生

活を営む上での精神保健に関する課題を抱える者の心身の

状態に応じた保健、医療、福祉、住まい、就労その他の適切な

支援が包括的に確保されることを旨として、行われなければ

ならない。
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【ウェルビーイング】

精神疾患の有無にかかわらず、地域社会とのつながりの中に

あり、身体的にも、心理的にも、社会的にもより良い状態を

保ち充実した暮らしを享受することができる

生活のしづらさ ・・・生活するうえでの困難さ、生きづらさ

支援や制度が行き届かず、取りこぼされてしまう

メンタルヘルス不調・・・精神的健康が損なわれている状態

メンタルヘルス課題とは
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精神疾患を有する者

長期にわたり日常生活
または社会生活に相当な
制限を受ける者

障害者福祉

地域社会とのつながりの中にあり、

身体的にも、心理的にも、社会的にも

より良い状態を保ち充実した暮らしを

享受することができる者

精神保健医療福祉領域での支援範囲

日常生活を営む上での精神保健に
関する課題を有する者

精神医療

精神保健
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• 地域生活中心

• 長期入院精神障害者をはじめとする

中重度の精神障害者

• 障害保健福祉圏域ごとに

• 精神障害者が地域の一員として、

安心して自分らしい暮らしができる

• 地域共生社会の実現

• 精神障害者や精神保健（メンタルヘルス）

の課題を抱えた者等の

• 日常生活圏域を基本、基礎自治体を基盤

として

• 精神障害の有無や程度にかかわらず

誰もが安心して暮らすことができる

令和３年

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

構築に係る検討会報告書

平成29年

これからの精神保健医療福祉のあり方

に関する検討会報告書

精神障害者支援のみならず国民のメンタルヘルス支援に政策転換
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では、相談支援体制を再構築しよう！
・・・難しい、なんでだろう？？

「にも包括」構築の課題

 地域包括ケアシステムの構築のための

ノウハウが不足している

51.7

 事業推進を担う人材の確保ができていない 44.4

 地域の医療・障害福祉資源が不足している 44.0

 将来的な地域のあるべき姿（ビジョン）が

イメージできない

20.6

 指標設定等、事業の評価がしにくい 19.5

 行政内部の役割分担・連携等がうまく

できていない

15.5

 指標設定等、事業の評価がしにくい 46.8

 地域包括ケアシステムの構築のための

ノウハウが不足している

36.2

 地域の医療・障害福祉資源が不足している 29.8

 事業推進を担う人材の確保ができていない 27.7

 将来的な地域のあるべき姿(ビジョン)が

イメージできない

21.3

 行政内部の役割分担・連携等がうまく

できていない

21.3

【市町村】 【都道府県】

組織・体制を創るって、言うほど簡単ではない

出典：厚生労働省精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援事業「令和５年度市町村／都道府県アンケート調査結果」より抜粋
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精神保健

障害のある方等の
相談支援

妊娠出産・こども家庭
に関する相談支援

生活福祉に関する
相談支援

高齢・介護に関する
相談支援

市町村の相談業務と精神保健との関係
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包括的な相談支援体制が整ってきたなと感じる瞬間

複合的な困りごとを抱えるケースで

あっても多機関・多職種で支えていけていた時

各部署に配置される専門職が
相談に専従しやすい環境にある時

精神保健の軸

組織レベル

地域レベル

個人レベル

地域全体で住民の困りごとをキャッチし、
庁内外の機関で円滑に相談対応できた時
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実態把握

人材育成

活動評価

地域共創

【協議会で取り組む一例】

人数だけでなく、

一緒に悩める仲間を増やす

実は明らかではない

課題をもつ人の特徴

ともに考える地域の

強みを活かした取り組み

平均生活日数だけでは

測れない生活の質

精神保健の軸を育てていく場が協議会
～どんなことから始めていこうか～

精神保健の軸

組織レベル

地域レベル

個人レベル
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試行錯誤しながら対応しているため、経験が蓄積されていないことも

実態把握 人材育成 活動評価地域共創

市町村におけるメンタルヘルス課題を抱える住民への対応
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精神保健福祉

相談員講習会

新カリキュラム

【POINT】

* 204Hから20Hへ短縮

* 精神保健に関する

全ての自治体職員が対象

* 動画視聴＋演習で構成

実態把握 人材育成 活動評価地域共創

出典：令和５年11月27日付障発1127第10号厚生労働省社会・
援護局障害保健福祉部長通知「精神保健及び精神障害者福祉に関
する法律施行令第十二条第三号に規定する講習会の指定基準等
について」

12



市町村精神保健業務（精神保健相談）に関する横断的連携体制の類型（例）

C２
包括連携型

A 保健窓口一元化型
(保健センター機能強化型)

B 保健・福祉
連携・協働型 C３

福祉窓口コーディネート型

C1
福祉窓口一元型

小規模市町村（人口５万人以下の自治体、保健所及び福祉事務所非設置町村）

中規模市町村（概ね５万人以上で保健所非設置の自治体）

福祉窓口
• 高齢者（高齢介護担当課、地域包括支援センター ）

• 生活保護（社会福祉担当課、町村部は都道府県福祉事務所）

• 生活困窮（生活困窮者自立支援事業担当部門、支援団体）

• ひきこもり、地域福祉（ひきこもり支援窓口、社会福祉協議会等）

• 児童福祉（子育て支援・こども家庭）

• 障害者（障害福祉担当課、基幹相談支援センター） 等関係機関

保健窓口
• 母子保健担当課（子育て包括→こども家庭）
• 成人保健担当
• 自殺対策 （保健センター、保健担当課等）

保健中心
福祉中心

C 総合相談

A 保健窓口一元化型
B 保健・福祉
連携・協働型

C 総合相談

C4 包括型

地域・体制の強みを
活かした体制づくりを
みんなで考える

出典：野口正行(2023)「市町村の精神保健に係る相談支援体制の担当部署・横断的連携体制のイメージ」第３回 市町村における精神保健に係る相談支援体制整備の推進に
関する検討チーム 資料を一部改変

実態把握 人材育成 活動評価地域共創
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市町村の精神保健に関する相談体制の担当部署・横断的連携体制のイメージ

B 保健・福祉連携・協働型
○総合相談体制やワンストップ窓口の設置はないが、 保健部局と福祉部局が必要に応じ協働。
〇現行の保健福祉の部門の機能を維持しつつ、連携・協働体制を構築する。調整役を担う部門は設置されていない。
・ 中規模市町村に多い

住
民
等

福
祉

各
窓
口

健
康

相
談

外
部
機
関
と
連
携

メンタルヘルス

ニーズへの気づき

本類型の特徴
• 各部門が分野を問わず、「精神保健課題」にも各部門が対応するが、必要に応じて関係部門と連携・協働する

• 組織間の横断的な連携がされることで、支援が円滑に実施できる

• 現行の組織編制を再編したり、新規に窓口を設置すること等をしなくとも整備できる

体制整備に必要な留意点
• 各福祉部門間、保健部門と福祉部門間の窓口が分散し、連絡が疎になりやすく、包括的支援体制になりにくい。

⇒定期的なカンファレンス・日常的な連絡が重要

⇒部門をまたいで専門職を配置する等、人材配置を工夫し、日常的な連絡が取れる体制にするなど、調整機能を確保する。

連携・協働・調整

福祉部門間の連携・協働・調整

アセスメント

精神保健の視点
相談対応 支援

相談対応 支援

保健部門間の連携・協働・調整

メンタルヘルスリスクに

伴う生活課題への気付き

アセスメント

精神保健の視点

受けとめ
・傾聴
受けとめ
・傾聴

出典：野口正行(2023)「市町村の精神保健に係る相談支援体制の担当部署・横断的連携体制のイメージ」第３回 市町村における精神保健に係る相談支援体制整備
の推進に関する検討チーム 資料
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精神病床における１年以上長期入院患者数

＜2014 ➡ ２０２６＞

65 歳以上 ６７２人 ➡ 60１人

65 歳未満 522 人 ➡ ２６６人

精神病床における早期退院率

（入院後） ３か月 ６か月 1年時点

2022 64.4％ 81.7％ 90％

2026 69.0％ 84.5％ 91.0％

精神病床から退院した方が、退院後1年以内

で地域（在宅）生活していた平均日数

＜2016➡2026＞

３06日以上➡３３２日以上

精神病床における入院患者数

＜2014➡２０２４＞

２,050人 ➡ 1,606人

つまり、約400人分の削減を目指すことに

睡眠で休養がとれている者

＜2022➡２０２9＞

76%➡80％

気分障害等で心理的苦痛を感じている者

＜2022➡２０２9＞

7.7％➡7.0％

出典 第7次福井県医療計画中間見直し（令和4年3月）、第７期福井県障害福祉計画（令和６年）、第５次元気な福井の健康づくり応援計画（令和６年）

都道府県が示している指標の一例（福井県）

実態把握 人材育成 活動評価地域共創

当事者（住民）とともに

暮らしの質も評価していく
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組織力を高める３要素

共通目的 協働意欲
コミュニ

ケーション

でも、協議会が活性化しません・・・

【目標】 関係する人たちみんなが、迅速かつ公平な意思決定

ができる場（機会）にすること

国の「にも包括」
構築支援・推進事業

都道府県(保健所)

との協働

日々の
ちいさな包括 16



「にも包括」が将来的に目指していく方向性とは

精神障害の程度にかかわらず
(入院－地域生活)

精神障害の有無にかかわらず
(ひきこもりを含むメンタルヘルス課題)

どの世代にかかわらず

連続で切れ目のない機能の統合

地域でその人に合った暮らしの実現

誰もが排除されない地域づくり
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精神保健の“課題”を特別視しない、でも、

精神保健の“特性”への配慮は大事にする



さらなる学びとして
全国精神保健福祉相談員会

業務研修会

にも包括ポータルサイトの「手引き」、「精神保健

福祉相談員講習会」の事前視聴動画もまもなく！

ほかにも！

全国精神保健福祉相談員会は、全国の自治体の

精神保健福祉関係職員だけが会員になれる、

自治体職員のための職能団体です。

毎年、自治体職員向け業務研修会を開催してい

ます。

「全国の実践を知りたい、学びたい！」

「最新の情報をきちんと得たい！」

「全国で踏ん張る仲間と分かち合いたい！」

令和７年２月１日（土）・２日（日）

埼玉県さいたま市で開催
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